
決議 
 
政府が進める社会保障・税一体改革は自立・自助の基本理念と重点化・効率化の名の下

に医療費の抑制、医療・介護の提供体制の再編・淘汰、保険給付の縮小・保険外しなどを

推進しようとするものである。更に、ＴＰＰや財界など国内外の規制緩和の圧力によって

混合診療の解禁、民間保険の拡大、医療への営利企業参入の促進など国民皆保険制度の根

幹が揺らぎかねない状況も生まれている。 

また、特定秘密保護法成立や集団的自衛権の解釈改憲の動きなど、憲法が規定する平和

と基本的人権が保障された社会が脅かされようとしている。 

昨年末のプログラム法の強行採決で社会保障改革のスケジュールが法制化され、国会に

は医療・介護総合法案が提出されたが、医療、介護の重大な改正内容を強引に一括審議し、

早期成立を目指すものであり容認できるものではない。 

私たちは国民皆保険制度を守り発展させ、国民や医療従事者が安心できる医療制度･社会

保障制度を確立する立場から下記の事項の実現を強く求めるものである。 

 
記 

 

一、自助・自立を基本とする社会保障制度改革の方向性を改め、国の負担を増やし社会保

障を充実させること 

一、患者の窓口負担を大幅に軽減すること 

一、より良い医療が受けられるよう診療報酬を引き上げること 

一、消費税増税を中止すること。また、医療への消費税はゼロ税率とすること 

一、保険医と保険医療機関に対する行政指導及び監査は､公正かつ透明な手続きに基づき行

うこと 

一、医療の公共性と安全性を崩壊させる TPP 交渉からは撤退すること 

一、原発に依存しないエネルギー政策に抜本的に転換すること 

一、特定秘密保護法は廃止すること 

一、医療・介護総合法案は各項目ごとの十分な議論を保障し、今通常国会での成立を強行

しないこと 

以上 決議する 
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